
参考資料  核セキュリティに係る事案の発生時の対応について 

○帰属先不明の放射性物質が発見された場合の基本的フロー 

             帰属先不明放射性物質発見 

 通報 

             保健所、警察署、消防署 

             地方自治体等 

 

                                                  YES 

              ｾｷｭﾘﾃｨ上、重大か否か                    

                                   

                                      NO 

 不明           判明 

               帰属先の調査 

 

YES     原子力関係の規制が                  NO  原子力関係の規制    YES 

     必要な物質か                が必要か  

                                      

         NO           原子力関係の                 帰属先に戻されその 

対応不要                  事業者の責任で許可取得、 

                     管理、廃棄等 

    原子力関係の対応                                                  ※輸入品であった場合は、 

不要                                                        輸出元に返送することも

ある。                                              

                              

                許可使用者、廃棄専門業者による引取等 

         （可能であれば）                   （可能であれば） 

自治体の 

責任で処理 

 
 

※セキュリティ上、人の生命、身体、財産、社会及び環

境への影響が重大と考えられる場合については、「緊急

事態における初動対処の概略フロー」参照。 
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○放射性物質の盗取に対する基本的な対応フロー 

放射性物質の盗取 

発見者 

捜査当局 規制当局 

捜査当局 規制当局 

事業者等 

・盗取された放射性物質が発見された場合 

・放射性物質が盗取された場合 

・捜  索 ・プレス発表 

・関係機関へのアドバイス 

・協力体制の準備 

・事業者への法令報告の指示 

連絡 
連絡 

連絡 
連絡 

・現場の応急の安全確保（関連機関が協力） 

・放射性物質の回収 

事業者 

 



 

 

 

 

○緊急事態における初動対処の概略フロー 

緊急事態発生 

内閣情報集約センター（２４時間体制） 

官邸危機管理センター（２４時間体制） 

官邸対策室 

緊急参集チーム 事態対処専門委員会 

関係閣僚緊急協議 

安全保障会議 

政府対策本部設置 

事態の認定・対処方針の決定等 閣議 
緊急対処事態 

緊急対処事態とは 

（武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて

多数の人を殺傷する行為が発生した事態

又は当該行為が発生する明白な危険が切

迫していると認められるに至った事態） 

 


